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１． 法人の概要 

 

■ 法人本部の所在地   〒532-0011 大阪府大阪市淀川区西中島３－１２－１９ 

 

■ 設置する学校・学科等 

◇ 大阪アミューズメントメディア専門学校 

【所在地】 〒532-0011 大阪府大阪市淀川区西中島３－１２－１９ 

 

■当該学校・設置学科の学生数規模、令和五年度在籍学生数（５月１日現在） 

                      １年生  ２年生   学科在籍数 

専門課程 ゲームプログラマー学科      ４８   １９      ６７ 

     ゲームクリエイター科       １７   ２７      ４４ 

     ゲーム・アニメ３ⅮＣＧ学科    ４３   ３７      ８０ 

アニメーション学科        ５０   ４１      ９１ 

     キャラクターデザイン学科     ７０   ６４     １３４ 

     マンガイラスト学科        １８   ２１      ３９ 

     ノベルス文芸学科         ３５   ３１      ６６ 

     声優学科            １１６  １５０     ２６６ 

     全学科合計           ３９７  ３９０     ７８７ 

 

 

２． 大阪アミューズメントメディア専門学校 事業報告 

 

■令和５年度の専門学校運営報告 

 

① 令和５年度における学校運営状況 

令和５年度はコロナ禍の終息に伴い、入学式・卒業式など、学校の諸行事が、ほぼ正常

化され、本学教育活動中の軸となるゲーム系学科、アニメーション学科における「共同

制作」の取り組みによる学習過程が、ほぼ元に戻った。また先行して年間、数回の舞台

公演へ向けた活動が活発化した声優学科のカリキュラムが順調に活性化した事により、

学生の教育環境を強化できる事となった。 

在校生数は、前年度比で２０％増となっているが、校舎内教室スペースの改造増加によ

り、吸収している。 

教育環境の改善については、引き続き、校内ネットワーク環境の強化が図られると共に、

校舎全体における照明のＬＥＤ化の工事が行われ、学生の制作作業環境が改善されると

共に、中長期的には大きな電力消費の軽減が計られると思われる。 



引き続き、今後の１８歳人口の推移を想定するならば、中長期的には学生等納入金収入

の減少を想定した、効率的、効果的な予算編成を進めなくてはならない。 

一方で、コロナ禍終了に伴う、学生募集の復調は、当面における入学者数の増加を見せ

ており、教室スペースの拡大、校舎の改装などの環境整備は必要であり、老朽化対策も

含めて、数年計画での改修にも取り組んで行く。 

 

 

② 令和５年度の学生募集活動（６年度生募集）の新しい展開 

本学は、エンタテインメント系の制作現場への人材育成を目指す学校であるために、学

生募集においても、特に対面・経験型のオープンキャンパスや進路ガイダンスの効果が

強いと思われる。 

コロナ禍が終焉して、そういった直接的、能動的に取り組める進路ガイダンスやオープ

ンキャンパス、体験的説明会の開催が大きく復活した事が令和５年度入学生の確保に貢

献した事は確実であり、それは５年度を通じて取り組まれた、令和６年度生の学生募集

の展開にも見通しを開くものとなっている。 

学科ごとの入学希望者の推移であるが、前年度からの傾向が引き続き、いわゆる「絵系

の学科」（ゲーム・アニメ３ＤＣＧ、アニメーション、キャラクターデザイン、マンガイ

ラスト）への入学希望者が多く、これらの学科の学生募集は堅調である。 

一方で、社会全般の少子化傾向は避けられる物では無く、学科構成や分野の変更にも取

り組まねばならず、令和６年度に向けては、二つの取り組みを推進してきた。 

 

一つは、新学科の設立で、「動画・配信クリエイター学科」を令和６年度から開設すべ

く、募集を展開して来た。 

社会の現状として、Ｗｅｂによる情報発信の重要性は日々高まっているが、動画情報の

効果的な作成・配信となると、一部のユーチューバーの活動などが様々に取り上げられ

はするものの、「動画・配信業界」とでもいう明確な産業分野がある訳では無く、職種の

引受先が社会的に存在する訳では無い。一方で、個別の企業や中小事業者の多くに置い

て、Ｗｅｂ発信業務を担える人材への需要は増加する事が見込まれるため、学科の新設

に取り組んで来たものである。 

年間の募集活動を通じて、高校生の強い関心とニーズが明らかになり、想定していたク

ラス編成の見通しが出た状況である。今後は、学ぶ内容に多様性を与えると共に、学ん

だ後の進路先として多方面を想定できるように、カリキュラム編成と就職指導を、確実

なものにして行かねばならない。 

 

二つ目には、留学生の受け入れ準備である。 

本学では、都市圏の専門学校としては珍しく、過去、留学生を受け入れてこなかった。



それは排他的であったからではなく、「日本のエンタテインメント業界の制作現場で、

日本人と全く同じように受け入れてもらえ、職業に就ける事を保証したい」という考え

があったために、日本語力などコミュニケーション能力の要求基準が高く、入学希望者

は散見されたものの、結果として実際の入学者は現れなかったものである。 

令和５年度を通じての６年度生募集に置いては、その厳しい基準は緩和して居ない中で、

入学試験及び面接を経て、５名の合格者を出し、来年度、初めて留学生が入学してくる

予定になっている。 

 

日本社会における少子化・労働人口の不足と、それを補うための外国人労働者の必要性

は各方面で、喫緊の課題となりつつあり、それはエンタテインメント・コンテンツの制

作現場でも例外ではない。 

外国人労働者の在留資格の緩和など、日本社会における意識や法的な条件整備も着実に、

また急速に変化・進行しており、当該分野においても、留学生への教育と日本国内・国

外への技術者・労働力の供給が求められているところである。 

本学は過去に留学生が存在しなかったので、事務局における法務管理体制の準備など

様々な課題があるが、年間を通じて外部経験者、専門家各位から学び、教務スタッフに

対する職員研修なども行って、留学生の受け入れ準備を進めて来た。 

令和６年度の開始と共に、この一年間の準備状況を結果に結び付けたい。 

 

 

③ 専門学校での教育指導、取り組みの重点 

本学の学生が目指すコンテンツ制作業界は、「アニメーション業界」「声優業界」「ゲー

ム業界」「マンガ・ノベルスなどの作家の世界」など、今でも、それぞれに独特の業界・

職種の特性がある分野である。しかし、コロナ禍の数年を経て、各業界における業務の

基準といったものも変化しつつある。 

 

日本のエンタテインメント制作現場に置いて、旧来の芸能界の風習的なものが、実は根

深く残っている事が露呈したのが、いわゆる「旧ジャニーズ事務所事件」や「宝塚歌劇

団問題」であり、ハラスメント問題の観点から、日本だけでなく世界の耳目を集める事

となった。 

エンタテインメント制作業界は、業務従事者の幸福度が非常に高いため、従業者の諸権

利が、複雑な労働契約や下請け業務構造によって侵害される事も多いと言われる。 

業界を目指させる教育機関としては、それらの業界特性を十分に理解しつつ、適切な学

生への進路指導を行わねばならない。この就業指導力は、更に強化せねばならない。 

エンタテインメント産業界の方でも、一般社会の変化や、コンテンツ商品の国際化が進

行する中で、変化せざるを得ないような時代に突入している。 



 

オンラインによる情報伝達の多様化。「働き方改革」の制作現場への波及などもあって、

各制作現場で求められる条件に変化も起きている。旧来の各職種・職場で求められてい

た人材への要望も変化しつつあることを踏まえた、就職指導やカリキュラムの編成が必

要となる。 

また、日本のエンタテインメント・コンテンツの海外への影響と国際ビジネスの規模は、

引き続き拡大している事を踏まえ、その方面、国際化への人材育環境の強化への要請に

応える、教育環境の整備が求められている。 

 

本校に置いて今年度の「職業実践専門課程」に認定申請が出来なかった事は、留学生の

受け入れが始まる事を考えると、来年度は確実に認定を取得せねばならない取り組みに

なるので、その準備には全力を挙げて準備してきたところである。この動きを来年度に

は結実させたい。 

具体的に、各職種業界のニーズの変化を今一度、認識し、変わりつつある業界の先を行

く人材育成に取り組んで参りたい。 

 

 

④ 学校業務・体制の再整理～私立学校法の改正へ向けて 

令和６年度より、私立学校法の改正、教育基本法の改正が行われるため、その確認と対

応整備を進めて来た。令和６年度の一年間が移行猶予期間となるので、来年度中には、

寄附行為の改訂や、役員・評議員の選出なども法改正に沿って整備し、完了させる事が

求められている。 

既に今年度より、意識的な下準備を始め、諸規程の文言整備。学校運営上の諸ルール、

手引書の整理などが年度後半に順次進められてきている。来年度への継続的な取り組み

となるであろう。 

令和６年度の前半には、一部の変更を除く、大半部分の変更・整備を終了させる予定で

ある。 

 

 

３． 専門学校経営以外の事業計画・展開に関して 

 

専門職大学の設立について 

前年度、文部科学省に申請を行った「専門職大学の設立事業」に関しては、学術分野の

考え方と、本学校法人の考える領域の整合性が整わず、進捗させる事が出来なかったの

は残念であった。 

本学校法人としては、関連する教育事業の発展を志向しており、これからの時代におけ



るエンタテインメント産業への高度な人材輩出を可能にする教育の体制構築を、引き続

き模索している。 

 

その中で、今般、滋賀県彦根市の市長より、本学に対し「彦根市が標榜する『彦根市を

映画の街に』という産業昂進の一環として彦根へ専門職大学の誘致をする」構想の打診

があった。 

彦根市としては、住民の増加による地域活性化、映像・映画産業の育成を地域の興隆に

結び付ける拠点として、産業に密着した専門職大学の誘致は、きわめて強力な中心核と

なるとの事で、大学設置に係る場所及び環境の整備などに特段の配慮を提供し、協力し

て、この一大プロジェクトを推進しようという協定書を取り交わしている。 

その後、大学設置場所の条件変更等が出て、当初の想定が難しくなったが、彦根市とし

ては当初の目的を達成すべく、代替えの敷地提案などが出されており、それを受けて本

学としては、来年度に向けて引き続き積極的な取り組みを展開したい。 

 

本学としては、関連教育機関を法人化し、専門学校を拡大させる事なども含め、学校法

人として多様な展開を含めた、総合的な教育機関の整備を視野に入れて、今年度の取り

組みを、翌年度に引き継いでいきたいと考えている。 

「エンタテインメント産業を支える人材」の輩出という理念を堅持しつつ、産業界のニ

ーズに応え、行政の要望に沿った学校運営の体裁と運用を強化するべく、引き続き努め

て行く。 

 

 

以上。 


